
公営競技納付金制度について



＜公営競技納付金による貸付金利引下げの仕組み＞

制度の概要

○ 公営競技(地方競馬、競輪、オートレース、モーターボート競走)施行団体で、一定の黒字団体が、収
益の一部を地方公共団体金融機構に納付

○ 金融機構は、納付金を地方公共団体健全化基金に積み立て、その運用益を活用して、地方公共団体向
け貸付けの金利を引き下げ。ただし、運用益が不足する場合は、当該年度の納付金を充当。

地方公共団体金融機構

地方公共団体
健全化基金
０．９兆円

(令和4年度末残高)
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公営競技納付金制度の仕組み
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○ 地方財政法附則第３２条の２ ：

① 売上額に応じて算定した額

② 納付限度額

（ 売上額 － 基礎控除額４０億円 ） × １.０％

※ 累積赤字のある場合は納付免除

「公営競技の収益のうちから、売得金又は売上金の額に１,０００分の
１２以内において政令で定める率を乗じて得た金額」

○ 地方財政法施行令附則第２条：以下の①、②のいずれか少ない額に１００分の８０を乗じた額を納付

（収益額－基礎控除額０.７億円）
（調整後収益額）

売上額250億円以下 × 50%
売上額250～350億円 × 40%
売上額350～450億円 × 30%
売上額450～550億円 × 20%
売上額550～650億円 × 10%

－
調整後収益率

（調整後収益額／売上額）
×

公営競技納付金算定方法

累
積
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年度 制度内容

昭和45年度

制度創設

・売上基礎控除額：５億円
・納 付 率：1.0％以内（昭和50年度まで0.5％、昭和51年度0.7％、昭和52年度0.8％）

・納付限度額：収益の額

累次の見直し（昭和53年度、62年度、平成８年度、18年度）

→（平成18年度）

・売上基礎控除額：20億円
・納 付 率：1.2％（基礎控除後の売上額30億円以下の部分は1.1％）
・納付限度額：収益の額（売上額に応じた留保率を設定）

平成23年度

抜本的見直し

計算方法：（売上額－売上基礎控除額）×納付率

・施行団体の負担を大幅に軽減
・一定規模以上の黒字団体に限定

・売上基礎控除額：40億円に引上げ
・納 付 率：一律1.0％に引下げ
・納付限度額：(収益額－0.7億円)×50％(売上額に応じて増加)
・累積赤字がある団体は免除
・３年分割納付制度の導入

※平成28年度以降、納付額を一律20％軽減

公営競技納付金の算定方法について
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関連法令

○地方財政法（昭和23年法律第109号）

（公営競技を行う地方公共団体の納付金）

第３２条の２ 地方公共団体は、昭和四十五年度から令和七年度までの間に法律の定めるところにより公営競技を行

うときは、地方債の利子の軽減に資するための資金として、毎年度、政令で定めるところにより、当該公営競技の

収益のうちから、その売得金又は売上金の額に千分の十二以内において政令で定める率を乗じて得た金額に相当す

る金額を地方公共団体金融機構に納付するものとする。

○地方公共団体金融機構法（平成19年法律第64号）

（地方公共団体健全化基金）

第４６条 機構は、地方債の利子（住民生活の基盤の整備のために特に必要な事業として総務省令で定めるもの及

び地方財政法第５条ただし書の規定により起こす地方債以外の地方債のうち総務省令で定めるものに係る第28条

第１項第１号若しくは第２号又は第２項の規定による資金の貸付けに係る利子をいう。以下この条及び次条にお

いて同じ。）の軽減に資するために、同法第32条の２の規定による納付金（以下この条において「納付金」とい

う。）を積み立てるための基金（以下「地方公共団体健全化基金」という。）を設けなければならない。

２ 機構は、納付金の納付を受けたときは、これを地方公共団体健全化基金に充てなければならない。

３～４ （略）

５ 地方公共団体健全化基金の運用により生ずる収益（以下この条及び次条において「基金運用益」という。）は、

総務省令で定めるところにより、地方債の利子の軽減に要する費用に充てなければならない。この場合において、

当該基金運用益の額から地方債の利子の軽減に充てた金額を差し引いてなお剰余があるときは、これを地方公共団

体健全化基金に組み入れなければならない。

６ 地方公共団体健全化基金は、取り崩してはならない。ただし、基金運用益の額が地方債の利子の軽減に充てる金

額に不足する場合において、前項の規定により組み入れられた額及びその不足する事業年度に納付された納付金の

額の合計額を限度として当該不足額をうめるときは、この限りでない。
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